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建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造

1

市内の類似施設

2

総事業費 千円

配置（予定）人員 人

4
年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

管内の歴史的社会的理由により、生活環境等の安定向上が
阻害されてきた地域住民、また国民的課題としての部落解放
を目指す団体。

（※対象件数

根拠法令・要綱等 伊賀市補助金等交付規則

千円

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

20

歴史的社会的理由により、生活環境等の安定向上が阻害されてきた
地域住民に歳末慰問金を支給することにより生活の安定と福祉向上を
図った。国民的課題としての部落解放を目指す団体においては研修
会、集会等に参加するとともに、人権の確立のための様々な取り組に
協力して参加し、部落の完全解放を実現すめための活動を行った。
平成19年度部落解放団体助成金　200千円
　内訳　　研修費（全国人権同和教育研究大会・部落解放研究全国集
会他166,360円）
　　　　　　県連負担金21,000円　その他12,640

同和対策事業により住環境等のハード面についてはある
程度改善されてはきているが、教育の向上や就労保障、産
業の振興などのソフトにおいては依然として課題が山積し
ており、積極的な取り組みが必要である。国県の財政面で
の支援が少なくなり、効果的に施策が進んでいかない状況
であり、特別対策から一般対策に移行し、市全体で取組む
べき同和行政を担当部署だけの課題としているように見受
けられるので、市全体で取組むように進めていかなければ
ならない。
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平成１８年度 決算内容

歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されてきた
地域住民の歳末時においての生活の支援となった。また対象団体
においては、同和問題解決のための連帯を深めるとともに、認識、
意識を高めるため研修会等へ参加し、要請行動等部落解放のため
の活動を行うことが出来た。

(千円)

運営主体

　
事 業 内 容 数量
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事業の成果を測る指標

歳末慰問金受給世帯率

部落解放団体の活動

評価項目 ポイント

300

部落解放団体助成金

活動助成金
土地建物借上料

　
事業費計(A)

人件費（Ｂ）

同和対策事業により住環境等のハード面についてはある程度の改善がされてきているが、教育の向上や就労保障、産業の
振興のソフト面では依然として課題が山積しており、解決に向けての積極的な取り組みが必要である。

歳末慰問金は、当該地域全体の生活安定と福祉の向上のために貢献してきたが、支所独自の施策であり、個人を対象とした給付事業
である。市全体の公平性を考えると必ずしも適切な事業であるとは言い切れないところから、平成20年度から自主活動に対する支援事
業として行うことになっている。また部落解放団体は部落差別解消のために積極的な活動を行っている。

歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されてきた地域住民の教育の向上や就労保障、産業の振興といっ
た課題、また同和問題の早期解決に向けた取り組みとして、部落解放を目指す団体の活動支援を行った。

支所独自の個人給付は、公平性から考えるとふさわしくないので、今後は地域において公益性のある対外的な自主活動に
対して支援することとしている。
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Ｂ 変更 歳末慰問金は平成19年度で廃止し、平成20年度からは歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されてきた地域住民
が、自主的活動を行うことに対する支援事業に移行します。
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